
 

 
 

これまでの審議のまとめ 
－第四次報告－ 

平成２１年５月２８日 

教 育 再 生 懇 談 会 

【ポイント】 

１  「教育安心社会」の実現－「人生前半の社会保障」の充実を－ 

 

１ 基本的視点 

○ 国民が安心して生活を送ることができる社会を実現するためには、全ての子供たちが

安心して教育を受けることができる社会を構築することが不可欠。 

○ 現実には、我が国では教育費（特に就学前と高等教育期）の私費負担が大きく、家庭

の所得水準によって進学機会や修学の継続に影響（格差の固定化・再生産）。 

○ 我が国の将来の発展や少子化対策のためにも、「人生前半の社会保障」であり、成長

に向けての投資である教育の充実を図り、家庭の教育費の負担軽減を図ることが必要。

○ 保護者が安心して地域の学校に通わせ、「読み・書き・計算・英会話」の力を確実に

身に付けることができるよう、教育再生を「ビジョン」から「実行」の段階に進め、学

校教育への信頼を回復することが必要。 

○「教育安心社会」の実現に必要な安定的財源を確保しつつ、社会総がかりで取り組む。

 

２ 具体的取組 

（１）保護者の教育費負担の軽減方策の確立 

・ 幼児教育の無償化の早期実現を目指し、当面、幼稚園就園奨励費の拡充など家庭へ

の経済的支援を充実。 

・ 小中学校の児童生徒に対する就学援助を充実し、自治体の財政力によって差が生じ

ないよう、財源措置等の在り方を含め、就学援助の新たな仕組みを検討。 

・ 経済的に困難な高校生に対し、授業料減免措置の拡充や奨学金の充実を図るととも

に、これらとの関係も含め新たな給付型教育支援制度(高校版就学援助)の創設を検討。

・ 高等教育に対する授業料負担の大幅軽減を目指し、公的支援の拡充を図るとともに、

授業料の減免措置を拡充し、給付型奨学金を充実。 

（２）幼児教育の充実 

  ・ 幼児期における教育機能を強化し、小学校との連携強化、幼保の合同研修、評価な

どを充実。 

  ・ 認定こども園 2000 園の早期達成に向け、柔軟な認定や「安心こども基金」による支

援を推進。 

（３）保護者から信頼される公教育の確立 

  ・ 世界トップの学力を目指し、「読み・書き・計算・英会話」の力が確実に定着するよ

う、教員の資質向上、教科書・教材の充実など、教育環境の整備の推進。 

  ・ 教職員定数を着実に改善し、新学習指導要領の完全実施までに、必要な教職員定数

の在り方について方針を策定。 

・ 専門的人材や支援スタッフの配置など、学校の教員サポート体制を確立。 

（４）障害のある子供・若者への支援の充実 

  ・ 障害のある子供が安心して教育を受けることができるよう、教員の資質向上、一貫

した指導・支援体制の構築、関連部局の連携強化などの取組を充実。 
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２ 教育のグローバル化と創造性に富んだ科学技術人材の育成 

 

１ 基本的視点 

 ○ グローバル化社会の中で、我が国がリーダーシップを発揮し、世界の発展に貢献する

とともに、国際競争力を維持・強化するためには、国家戦略としての人材育成が必要。

 ○ 国際的に通用する人材や次代を担う科学技術人材の育成のためには、初等中等教育段

階において、世界トップの学力と英会話力を身に付けさせることや、小学校における理

科の指導体制など理数教育の充実が重要。 

 ○ 優秀な大学生等の留学生交流の一層の推進や外国からの研究者や専門人材等の受入れ

体制の整備など高度人材の国際流動性の向上や、優秀な大学院生や若手研究者に対する

支援の充実など国際的に通用する若手人材の育成などが必要。 

 ○ 大学院生や若手研究者の立場に立った制度や支援、研究環境の改善が必要。 

 

２ 具体的取組 

（１）国際的に活躍できる人づくり 

・ 新学習指導要領の実施に向け、小学校外国語活動を充実するため、教員研修の計画

的な実施、ＡＬＴや中学校英語教員による指導、ＩＣＴ機器の整備・活用などを推進。

・ 海外経験や英会話能力がある人、ネイティブスピーカーなど外部人材の活用を推進。

・ 高校卒業までに英語で日常会話ができるよう、小・中・高の連続性に配慮した英語

教育の見直し。また、前提となる国語教育や日本の歴史・文化についての教育を充実。

・ 日本の若者（高校生含む）の海外留学を大幅に増加させるため、奨学金制度や派遣

制度を充実。 

（２）魅力ある理数教育の推進 

  ・ 実験・観察のための設備・備品の充実、小学校理科専科教員の拡充、中学校理科教

員による指導、小学校教員の指導力の向上など、理数教育充実のための環境を整備。

  ・ 大学や企業の研究者の協力など地域における理数教育に関する支援体制を充実。 

（３）国際的に開かれた大学の実現 

  ・ 「留学生３０万人計画」実現に向け、奨学金の拡充、留学生専門スタッフの配置、

留学生宿舎の整備など、留学生受入れのための環境整備を着実に推進。 

  ・ 海外の優秀な研究者や専門人材が来日しやくするため、専門的スタッフの配置、人

事・給与・年金制度の整備、家族の就労制限の緩和や就学環境の整備などを推進。 

（４）創造性に富んだ若手研究者の育成 

  ・ 博士課程在学者等が研究に専念できるような研究環境の整備、教育・研究費の支援、

ＴＡ・ＲＡによる給与の充実など経済的支援などを推進。 

・ 学生の立場に立った体系的なコースワークなどの導入を促進し、国際研鑽機会の拡

大のための派遣・招聘制度を充実。 

・ 海外留学後における大学や企業における受入れ促進や処遇を改善するとともに、博

士課程修了者やポストドクターの雇用の改善や任期制の拡大を推進。 

・ 他大学や他分野、外国人学生など国内外に開かれた大学院づくりなど、社会の変化

を踏まえた大学院の組織再編を促進。 

 

 

 



 

 
 

 

 

３ 「スポーツ立国」ニッポン 

 

１ 基本的視点 

 ○ 明るく豊かで活力に満ちた社会を築くためには、「スポーツ立国」ニッポンの実現が不

可欠。 

 ○ 体力づくり運動、学校教育（体育の授業、部活動）、障害者スポーツ、地域スポーツ、

企業スポーツ、トップアスリートなど多岐にわたるスポーツ振興施策の推進が必要。 

 ○ 「スポーツ立国」ニッポンの実現に向け、国として、多岐に渡るスポーツ振興施策を

  これまで以上に総合的かつ計画的に展開していくため、地方公共団体やスポーツ団体、

  企業などとも一体となった取組の推進が必要。 

 

２ 具体的取組 

（１）総合的なスポーツ振興施策の展開 

・ スポーツ基本法を制定、新たなスポーツ振興基本計画を策定。 

・ 新たにスポーツ庁を設置するなど、国のスポーツ振興行政体制を強化。 

（２）国民スポーツの振興 

  ・ ナショナル・トレーニング・センター（ＮＣＴ）を一層充実し、ナショナル・コー

チの拡充、海外遠征費の増額などによるトップアスリート養成を強化。アスリートの

引退後のセカンド・キャリア形成に対する支援を充実。 

・  オリンピックやパラリンピックをはじめとする国際競技大会の招致に対し、国とし

て積極的に支援。 

・  選手を支援するセーフティネット組織の設立や、一定の要件を満たした企業スポー

ツに対する税制上の優遇措置、活動費への支援など、企業スポーツを支援。 

・  体育の授業や部活動の充実、給食の時間を含めた食育の充実、校庭芝生化や武道場

整備など、学校のスポーツ環境を整備。 

・   地域のスポーツ施設の整備や総合型地域スポーツクラブの支援など、地域のスポー

ツ環境を整備。 

・   小学校の低学年段階から自然体験活動を行う機会を充実させるとともに、専門人材

の養成・活用を図り、同時に免許状更新講習や教職課程において、教員の自然体験活

動に関する指導力を高める機会を充実。 

 

 



 

【これまでの審議のまとめ】 

１ 「教育安心社会」の実現―「人生前半の社会保障」の充実を― 
 
【安心して教育を受けられる社会の構築】 

  国づくりの基本は人づくりである。国民が安心して生活を送ることができる社会を実

現するためには、次代を担う子供たちが、共通のスタートラインに立ち、教育を通じて

それぞれの能力を最大限に高めることにより、努力をすればより豊かな人生を送ること

ができるという希望を持てる環境を整えることが大切である。 
  そのためには、家庭の経済的な状況により、教育を受ける機会が制約されたり、受け

られる教育の質に差が生じたりすることがないよう、全ての子供たちが安心して教育を

受けることができる社会を構築することが不可欠である。 
 
【経済格差の教育への影響】 

  しかしながら、現実には、我が国では家庭における教育費の負担は諸外国に比べて重

く、特に、公的支援が少ない就学前の時期と高等教育期における教育費の私費負担は極

めて大きく、看過できない水準にまで至っている。収入が比較的少ない若い世代にとっ

て、幼稚園や保育所などの就学前教育を受けさせることは、経済的に大きな負担である。

また、大学に進学する年代の子供がいる標準的な世帯で、子供二人が同時に大学教育を

受けた場合、その費用負担は平均年収から税や公的年金等を除いたうちの約１／３を占

めるなど、家庭の負担は限界に達していると言える。 
  このような状況の中、子育てや教育のために多額の費用がかかることを理由に子供の

数を制限する人が多いなど、教育費負担が少子化の要因の一つになっているとともに、

家庭の所得水準によって進学機会や修学の継続が左右されてしまうという事態を招いて

いる。 
 また、公教育への不信が根強い中、家庭の経済状況の差によって、塾や習い事など学

校外での学習を受ける機会に差が生じるなど、受ける教育の量や質にも差が生じている。 
  さらに、義務教育段階では、経済的に困難な家庭に対しては就学奨励を目的とした援

助が行われているが、財政状況が厳しい中、地方自治体によって支援の格差が生じてお

り、また、高等学校段階では、こうした修学援助のための支援制度が十分でないため、

進学や修学の継続に困難を来しているという状況がある。 
 一方、文部科学省が実施している全国学力・学習状況調査では、就学援助を受けてい

る児童・生徒の割合の高い学校の方が、その割合が低い学校よりも平均正答率が低い傾

向が見られるなど、親の経済的な状況が子供の学力に影響を与えているという状況も生

じている。 
 親世代の経済的な格差が、子世代が受ける教育の格差に結びつき、その結果、格差の

 
 



 

固定化・再生産を生み出すという事態を絶対に生じさせないよう、全ての子供たちが家

庭の状況にかかわらず、それぞれの意欲と能力に応じて希望を持って教育を受けられる

機会をしっかりと確保するため、着実に手を打っていくことが必要である。 
 
【「人生前半の社会保障」の充実】 

 次代を担う子供たちの教育は、安心社会の実現のための基盤であると同時に、将来の

我が国の成長のための投資である。我が国の社会保障は、諸外国と比べ、高齢者関係の

比重が高く、その見直しの議論も高齢化の進展に伴う負担増にどう対応するかが中心に

なりがちである。しかし、我が国の将来の発展や少子化対策のためにも「人生前半の社

会保障」として、また、成長に向けての投資でもある教育の充実を図り、幼児教育期か

ら高等教育期に至るまでの家庭の教育費の負担軽減を図っていくことが、今まさに我が

国に求められていることである。「人生前半の社会保障」の充実・強化は、北欧諸国がそ

うであるように、人生のスタートラインにおける個人の平等に資すると同時に、将来世

代の潜在能力を高め、高い国際競争力や経済活力の基盤強化にもつながるものであり、

これまでの我が国の成長が教育によって支えられてきたことを、今一度銘記すべきであ

る。 
 
【学校教育の信頼回復】 

また、「教育安心社会」の実現には、教育費負担の軽減と併せて、人生のスタートライ

ンである幼児期の教育の充実や、保護者が安心して地域の学校に通わせ、学校の中で国

際的に通用する「読み・書き・計算・英会話」の力を確実に身に付けることができるよ

う、教育再生を「ビジョン」から「実行」の段階に進めなければならない。 
学校教育への信頼の回復を目指し、昨年、学習指導要領が改訂されたところであるが、

学力向上のための授業時数の増加への対応、問題を抱える児童生徒への指導や特別支援

教育の充実への対応など、学校が有する教育力はその限界に達している。行政改革推進

法のもと教職員定数は抑制されているが、教育現場からは、今後の教職員定数の改善を

早急に求める声が上がっている。 
こうした学校が直面する様々な課題に適切に対応するため、人的・物的な条件整備を

着実に進めることが不可欠である。 
 
このような状況の中、様々な課題・問題を克服し、「教育安心社会」の実現を図るため、

実現に必要な安定的な財源を確保しつつ、国や地方公共団体、学校、地域社会など、関

係者が一体となって、社会総がかりで次のような取組を進めることが必要である。 
 
（１）保護者の教育費負担の軽減方策の確立 

幼児教育期から高等教育期に至るまでの「人生前半の社会保障」を充実させ、「教育

安心社会」を構築するためには、次のような点について、保護者の教育費負担の軽減

 
 



 

方策を確立する必要がある。 
 

○ 幼児教育の無償化の早期実現を目指しつつ、当面、幼稚園就園奨励費の拡充や、第

二子以降の保育所の無償化など自治体独自に実施している施策に対する国の支援な

ど、幼児教育期における家庭への経済的な支援を充実する。 
 
○ 小中学校の児童生徒に対する就学援助の充実が図られるよう、地方公共団体への支

援を充実するとともに、自治体の財政力によって、就学援助の支援内容に大きな差が

生じたり、支援水準が著しく低下することの無いよう、国と地方の役割分担や財源措

置の在り方も含め、就学援助の新たな仕組みについて検討する。 
 
○ 高等学校への進学率が約９７％であることを踏まえ、経済的に困難な状況にある家

庭の高校生に対し、授業料の減免措置の拡充や奨学金事業の充実を図るとともに、こ

れらの制度との関係も含め、新たな給付型の教育支援制度（高校版就学援助）の創設

について検討する。 
 
○ 高等教育における授業料負担の大幅軽減を目指し、高等教育への公的支援を拡充す

るとともに、授業料の減免措置の拡充や給付型の奨学金の充実など奨学金事業を一層

充実する。 
 
（２）幼児教育の充実 

○ 教育の基礎は、乳幼児期からの家庭における子育ての中で育まれるものであり、親

の教育力を高めるための講座の開設や家庭訪問による相談体制の充実など、家庭教育

の充実に向け、共働き家庭やいわゆる専業主婦家庭など様々な家庭の状況に応じ、子

育て中の親への支援を行う。 
 
○ 幼児期において全ての子供が、集団としての質の高い教育を受けることができるよ

う、幼稚園、保育所、認定こども園を通じて、幼児期における教育機能を強化し、改

訂された幼稚園教育要領や保育所保育指針が着実に実施されるよう教育環境を整備す

る。 
 
○ 小学校以降の学校教育の基礎を幼児期から培うよう、各地域における小学校と幼稚

園・保育所・認定こども園の連携を強化し、子供たちの学びの連続性を確保する。 
 
○ 幼児教育の質の向上という観点から、保育士の資質向上を目指し、体系的な研修の

導入や研修に参加しやすくなるよう支援を行うとともに、教育委員会と私学担当部局、

福祉担当部局が連携し、幼稚園、保育所、認定こども園の教諭・保育士を対象とした

 
 



 

合同研修を実施する。 
 
○ 幼児教育の質の向上に向け、幼稚園、保育所、認定こども園の自己評価や関係者評

価などの取組を充実する。 
 
○ 幼児教育の機会を全ての子供たちに保障するため、潜在的な待機児童（保育ニーズ）

も含め、待機児童ゼロを目指し、保育所や認定こども園を拡充する。 
 
○ 認定こども園２０００園の早期達成に向け、地域の実情に応じたより柔軟な認定や

認定と併せた積極的な保育所・幼稚園の認可を進めるともに、窓口の一本化など二重

行政の解消、現場の実情に十分配慮した「安心こども基金」による支援を充実する。 
 
（３）保護者から信頼される公教育の確立 

○ 世界トップの学力を目指し、学校教育の中で、子供たちに国際的に通用する「読み・

書き・計算・英会話」の力が確実に定着するよう、教員養成や教員研修の充実など教

員の資質向上、教科書の質・量の改善・充実、教材・図書の整備、学校マネジメント

の確立など、教育環境の整備を迅速に進める。 
 
○ 一人ひとりに応じた教育の質の向上を図り、教員が子供と向き合う環境をつくるた

め、教職員定数の着実な改善を図るとともに、教員の勤務状況などを適切に踏まえた

上で、新学習指導要領の完全実施までに、必要な教職員定数の在り方について方針を

策定する。 
 
○ 学校の抱える生徒指導上の困難な課題等の解決に向け、スクールカウンセラーやス

クールソーシャルワーカーなどの専門的人材の配置を充実する。 
 
○ 地域連携や外部人材の活用を進めるための専任のコーディネータなどの支援スタッ

フを配置するなど、社会総がかりでの公教育の再生を実現するため、全ての学校にお

ける教員サポート体制を確立する。 
 
○ 希望する全ての子供たちに対し、放課後に安心して遊びや補習などの勉強ができる

場を確保するため、「放課後子どもプラン」の充実を図るとともに、その際、塾に通わ

なくても確かな学力がしっかりと身に付くよう、学校の学習内容と連動した補習の機

会を充実する。 
 
○ 教育における地方分権が進む中、教育環境の整備は設置者である地方公共団体の判

断に委ねられるところが大きいが、特に、義務教育段階にあっては、全国どこの地域

 
 



 

においても一定水準以上の教育環境が確保されるよう、各地方公共団体における教育

投資の一層の拡充を促す方策を策定する。 
 
○ 子供たちの育ちや学習の系統性・連続性を保証するという観点から、幼稚園・保育

所と小学校、小学校と中学校、中学校と高等学校の校種間連携を促進する。特に、子

供の心身の発達上の変化や多様化、「中一ギャップ」や学力低下に対応するため、既に

一部の自治体で取組が進められ、一定の成果が上がっている小中一貫教育の取組を踏

まえて、義務教育学校の法的な位置付けを明確にし、小学校高学年からの教科担任制

の導入など、取組を支援するために必要な方策を早急に検討する。 
 
○ 社会で求められる教育の充実を図るため、子供の発達段階に応じ、小学校から高等

学校まで、キャリア教育を組織的・系統的に推進するための教育内容・体制の見直し

や、地域のニーズに基づいた産業の担い手育成の総合的な展開など、キャリア教育・

職業教育の充実に向けた取組を推進する。 
 
○ 児童虐待やいじめ、不登校、いわゆる「ニート」、「ひきこもり」、若年失業者など、

様々な困難な問題を抱える子供や若者について、国や地方公共団体による、教育、福

祉、雇用等を連携させた総合的な支援体制を整備する。 
 
○ 信頼される公教育の確立のためには、各地域において公教育の責任を担っている教

育委員会が、期待される役割を十分に果たし、地域住民の信頼を勝ち得ていくことが

不可欠である。現在、地域の教育行政における首長と教育委員会の関係、両者の連携

強化のための方策、教育委員や教育長の選任方法の在り方等について、ワーキンググ

ループを設置して検討しているところであるが、引き続き、関係者からのヒアリング

や教育再生会議の報告を受けて改正された地方教育行政法の実施状況なども踏まえ、

その改善方策を早急にまとめる。 

 

○ 子供たちが国家・社会の形成者である主権者として必要な能力を備え、適切に行動

できるようにするための教育を行うことは、公教育に欠かせない重要なことである。

このため、今後の主権者教育の在り方等について、ワーキンググループを設置して検

討しているところであるが、引き続き、関係者からのヒアリングなども踏まえ、その

具体的方策について早急にまとめる。 
 
（４）障害のある子供・若者への支援の充実 

○ 障害のある子供たちが安心して教育を受けることができるよう、免許状更新講習や

現職教員を対象とした研修、大学における教職課程において、特別支援教育について

の理解を深める機会を充実し、教員の資質向上を図る。 

 
 



 

 
○ 特別支援教育コーディネータの配置の確保や資質の向上、位置付けの明確化、特別

支援教育支援員の配置の促進など、幼・保・小・中・高等学校における特別支援教育

に関する校内体制の整備を進めるとともに、幼・保・小・中・高・特別支援学校間の

接続・連携を強化し、幼児期から学校を卒業するまで、一貫した指導・支援体制を構

築する。 
 
○ 教育委員会や福祉担当部局、労働担当部局等の連携を強化し、医療や福祉、労働等

の専門家・専門機関で構成する支援チームを各地域で立ち上げるなどし、学校への支

援の充実を図るとともに、家庭や地域生活への支援も含め、乳幼児期から学校卒業後

までの一貫した支援体制を構築する。 
 
○ 障害のある児童生徒の増加に対応するため、特別支援学校の施設・設備の整備など

教育環境の充実を図るとともに、高等部における職業コースの拡充や就職コーディネ

ータの配置など、職業的な自立を目指した教育を充実する。また、障害のある者が学

校で働くことができるよう、緊急雇用創出基金の枠組みを拡大し、雇用の場を創出す

る。 
 
○ 道徳の時間をはじめ、教育活動全体を通じ、障害のある子供たちへの理解を深める

ための教育を推進する。 
 
 

２ 教育のグローバル化と創造性に富んだ科学技術人材の育成 
 
【国家戦略としての人材育成】 

  ２１世紀は、科学技術に裏付けられた新しい知識・情報・技術が、ボーダレスに絶え

ず進化する知識基盤社会であるとともに、経済活動はもちろんのこと、環境問題やエネ

ルギー問題、感染症対策など、人類を脅かす様々な課題も、国境を越えて世界共通の問

題となるグローバル社会である。 
 こうしたグローバル化した社会の中で、我が国が世界規模の課題の解決に向けてリー

ダーシップを発揮し、世界の発展に貢献していくとともに、今後も様々な分野で成長を

続け、国際競争力を維持・強化していくために、国家戦略としての人材育成に取り組ん

でいくことが必要である。すなわち、初等中等教育から高等教育までを見通し、いかに

国際通用性のある人材を育成していくか、また、いかに幅広い知識と柔軟な思考力を有

する創造性に富んだ科学技術人材を育てていくかを示し、国を挙げて取り組んでいくこ

とが求められている。 

 
 



 

 
【国際通用性のある教育の実現】 

  国際的に通用する人材の育成のためには、まず、子供たちに世界トップの学力をしっ

かりと身に付けさせるとともに、言葉の障壁を取り除き、英語をツールとして使いこな

せるよう、基礎的な英会話能力を身に付けさせることが重要である。英会話力は、外国

での仕事や生活の上で役立つばかりでなく、異文化を知り、国際社会の中で物怖じせず

に行動できるようになる基盤でもある。当懇談会では、既に英語教育を抜本的に強化す

るための提言を出し、新学習指導要領において、小学校の５年生から外国語活動が導入

されることになったが、その取組は緒に就いたばかりであり、成果は今後の各学校にお

ける取組や、その基盤の上に取り組まれる中学校以降の英語教育の取組如何にかかって

いると言える。 
  また、高等教育機関において、専門知識を有する優秀な大学院生や若手研究者を育成

するとともに、それらの者が、閉ざされた環境の中で教育・研究に没頭するだけでなく、

海外の大学等異なる環境・異文化の中で武者修行をし、知的触発を受けながら創造性を

高めていくことは、国際社会で活躍する人材の育成にとって極めて意義のあることであ

る。しかしながら、日本国内における教育・研究環境が向上する中、近年、海外へ行く

日本人の留学生・研究者の人数が頭打ちになるなど、若者が「内向き志向」になり、外

の世界に積極的に飛び出して行かなくなっているのではないかと懸念される。 
  さらに、次代を担う科学技術人材を育成するため、小・中学校段階から、国際的な通

用性という観点も踏まえ、科学技術リテラシーの土台である理数教育の充実を図るとと

もに、高等学校段階では、科学技術に関する高度な学問の基礎に触れさせることなどを

通じ、科学技術に関するそれぞれの意欲や能力を最大限引き出していくことが必要であ

る。しかしながら、実験や観察を行う上で、設備・備品が不十分であったり、準備時間

が十分に取れないといった問題や、学級担任制を基本とする小学校では、理科の指導を

苦手とする教員が多いなど、学校現場は多くの問題を抱えているのが現状である。 
 
【国際的に開かれた大学づくり】 

  また、グローバル化する社会の中で、優秀な大学生等の留学生交流の一層の推進や外

国からの研究者や専門人材等の受入れ体制を整備するなど、国境を越えた高度人材の国

際流動性の向上を図るとともに、優秀な大学院生や若手研究者に対する支援を充実する

など国際的に通用する若手人材等の育成を図ることが必要である。そのためには、昨年

７月に策定された「留学生３０万人計画」の実現（２０２０年を目途）が不可欠である

が、約１２万人という現状に鑑みると、その達成のためには、今後、これまで以上の戦

略的な取組が必要である。一方、日本人の海外への留学生数は、ここ数年伸び悩んでお

り、その推進のためには個人の判断に委ねるのみでは限界がある。また、海外の優秀な

研究者などの高度人材にとって、日本の研究・生活環境は、日本に来て研究を行いたい

と思わせる魅力に欠けるものであり、我が国に国境を越えて世界の優秀な「頭脳」が集

 
 



 

積するような環境整備が必要である。 
  さらに、大学・大学院等の改革に関しては、これまで、本懇談会や教育再生会議にお

いて様々な提言を行ってきたが、その実施状況は不十分であり、特に若手研究者が意欲

を持って研究に取り組み、その能力を発揮できるようにするためには、大学院生や若手

研究者の立場に立った改革が重要であるが、そうした観点からの制度や支援、研究環境

が整っていない。このままでは、日本の若い優秀な「頭脳」が海外にどんどん流出する

事態を招くことになる。 
  
 こうした状況を踏まえ、国や大学等がそれぞれ、このままでは我が国が国際的な知識

基盤社会から取り残されるという危機感と当事者意識を持って、これまでの取組で不十

分な点を推進するため、次のような取組を進めることが必要である。 
 
（１）国際的に活躍できる人づくり 

○ 世界トップの学力を目指し、教育内容や授業時間数等の充実を図った新学習指導要

領の着実な実施に向け、教職員定数の改善や施設・設備・教材の整備などの環境整備

を着実に推進する。 
 
○ 平成２３年度からの小学校における新学習指導要領の完全実施に向け、小学校の外

国語活動の充実のため、全ての小学校教員に対する研修の計画的な実施、ＡＬＴや中

学校の英語教員による小学校への支援の充実、音声面の指導の補助となる電子黒板等

のＩＣＴ機器の整備・活用を積極的に進める。 
 
○ 海外経験が豊富な人や英会話能力の堪能な人、ネイティブスピーカーなど学校外の

人材の協力が得られるよう、学校支援地域本部などを活用し、地域における外国語活

動支援のための人材バンクの整備や、外部人材を積極的に活用するためのコーディネ

ータの配置を進める。また、教員採用においても、青年海外協力隊など海外での多様

な経験を積んだ人材を積極的に採用する。 
 
○ 小学校の外国語活動や中学校以降の英語教育については、教育再生会議の提言等を

踏まえ、学習指導要領の改訂により導入・充実され、また、当懇談会でも小学校３年

生からの早期必修化を目指すことなどを提言したところであるが、今後の英語教育の

実施状況を踏まえつつ、高等学校卒業までには英語で日常会話ができるようになるよ

う、小・中・高の連続性に配慮した英語教育の内容や方法などについて見直しを行う。 
 
○ 国際通用性のある日本人の育成に向け、その前提として、国語教育の充実や日本の

歴史・文化についての教育を充実する。 
 

 
 



 

○ 社会のグローバル化に伴う日本語指導が必要な外国人児童生徒の増加に対応し、公

立学校における円滑な受入れ体制の整備や日本語指導の充実を図るとともに、国際理

解教育を推進する。 
 
○ 高校生段階も含め、日本の若者の海外留学を大幅に増加させるため、奨学金制度や

派遣制度を充実する。 
 
（２）魅力ある理数教育の推進 

○ 理数教育の充実を目指した新学習指導要領の着実な実施に向け、実験・観察のため

の設備・備品の充実、小学校における理科専科教員の拡充や小中連携の推進による中

学校の理科教員による小学校への指導など、理数教育充実のための環境を整備する。 
 
○ 教職課程や現職教員を対象とした研修、免許状更新講習において、実験・観察の機

会を充実させることなどを通じ、小学校教員の理科に関する指導力の向上を図るとと

もに、採用試験・方法の工夫を図るなど、理数系人材を積極的に小学校の教員として

採用する。また、教員養成課程を有する大学における実験・実習用の施設・設備を充

実する。 
 

○ 地域の大学や企業との連携を強化し、理科等の授業に協力してくれる現役研究者や

退職した研究者、博士課程の学生等の人材バンクの創設、教員研修への講師の派遣、

子供たちの興味・関心を引き出す魅力的な教材の作成など、地域における理数教育に

関する支援体制を充実する。 
 

○ 高等学校段階から創造的な科学技術人材を育成するため、ＳＳＨ（スーパー・サイ

エンス・ハイスクール）への支援を継続・拡充するとともに、早期に大学レベルの高

度な理数教育を受けさせるため、大学の協力を得ながら、高等学校におけるＡＰ（ア

ドバンスト・プレイスメント）の取組を支援する。 
 
○ 国の支援を受けて世界的な教育研究拠点を目指す大学等においては、国際科学オリ

ンピックなどで顕著な成績を示した高校生を「飛び入学」の活用などを通じて積極的

に受け入れるなど、科学技術人材の育成に向けて積極的な取組を行う。 
 
（３）国際的に開かれた大学の実現 

○ 当懇談会の報告を受けて策定された「留学生３０万人計画」の実現に向け、奨学金

制度の拡充や各大学における留学生専門スタッフの配置、複数の大学が共同で利用す

る留学生宿舎や、日本人学生と留学生が共同で生活できる留学生宿舎の整備など、留

学生受入れのための環境整備を着実に推進する。 

 
 



 

 
○ 海外の優秀な研究者、専門人材が、安心して日本に来て生活ができるような環境を

整備するため、大学等における専門的スタッフの配置・育成、人事・給与・年金制度

の整備を図る。また、研究者の家族の就労制限の緩和や査証上の配慮、インターナシ

ョナルスクールなど子供の就学環境を整備する。 
 
（４）創造性に富んだ若手研究者の育成 

 ○ 博士課程在学者等が研究に専念できるような研究環境の整備や教育・研究費の支援

の充実、優れた人材が経済的な負担の懸念無く進学し、教育・研究に専念できるよう

なＴＡ・ＲＡによる給与の充実や早期に奨学金を受けられるようにするなど経済的な

支援の充実を図る。 
 

○ 学生の立場に立って大学院教育の飛躍的な質の向上を図るため、世界水準を満たす

体系的なコースワークや大学院生の専門知識・研究能力を審査するための試験などの

導入を促進する。 
 
○ 若手研究者が国際的に活躍する場や積極的な交流ができるように、国際研鑽機会の

拡大のための派遣・招聘制度を充実する。また、機動的な対応ができるよう、各大学

における交流のための基金を充実する。 
 
○ 海外へ留学した学生や若手研究者が、日本に帰国後、その能力に応じて適切に活躍の

場を得られるよう、大学や企業における受入れの促進や処遇を改善する。 
 
○ 博士課程修了者やポストドクターの雇用機会を増やすため、民間企業等における採用

の促進・処遇の改善を図ることや、人材の流動性を高めるための任期制の拡大を図る。

また、産業界と大学との共同による人材育成や、人材交流の促進を図る。 
 
 ○ 他大学や他分野、外国人学生などが多数集まる国内外に開かれた大学院とするため、

大学において、例えば、同一校、同一分野の学生を最大限３割程度とする、外国人学

生は２割以上とするなどの数値目標を予め示すとともに、大学院の選考方法や時期の

見直し、他大学から入学した学生へ支援を行うなどの改革に向けた取組を促進する。 
 

○ 教授を頂点とした旧態依然とした上下関係（徒弟制度）を排除し、大学院を学部か

ら独立した教育組織として再構築することや、既存の研究科、専攻の壁を打破し、社

会の変化を踏まえた合理的かつ柔軟な組織へ再編することなど、大学院の抜本的な改

革を促進する。 
 

 
 



 

○ 国からの支援を受けて世界最先端の研究を進める大学においては、その責務として、

国際的に通用する教育環境の整備に向け、世界トップクラスの外国人研究者の招聘や

優秀な外国人学生の獲得のための専門支援スタッフの充実、若手研究者育成のための

研究スペースの確保等、他大学に先駆けて様々な教育研究環境の整備を率先して行う。 
 
 

３ 「スポーツ立国」ニッポン 
 
 スポーツは、個人の体力向上・健康増進や生活を楽しく豊かなものにするのみならず、

国際大会における日本代表選手の活躍が多くの国民に夢や感動、元気を与えるものであ

り、明るく豊かで活力に満ちた社会を築くために、「スポーツ立国」ニッポンの実現は不

可欠である。 
 このため、幼少期から高齢期に至るまでの体力づくり運動や学校教育活動の一環とし

ての体育の授業・部活動の充実、障害者のスポーツ活動の振興、総合型地域スポーツク

ラブの育成など身近なスポーツ環境の整備、企業スポーツへの支援、そして日本を代表

してオリンピックなどの国際舞台で活躍するトップアスリートの育成など、多岐にわた

るスポーツ振興施策を推進していくことが必要である。 
 しかしながら、都市化や少子化の影響で、子供たちが日常の中で体を鍛える機会は減

少し、現在の子供たちの体力は、親世代と比べ大きく低下している。また、少子化に伴

う学校の小規模化や教員の高齢化などの影響で、多様な部活動を展開するための指導者

の確保に困難を来している学校も生じてきている。近年創設されてきた総合型地域スポ

ーツクラブも、財政的な基盤が脆弱なところが多く、自主財源のみで活発な活動を行え

るクラブは必ずしも多くない。さらに、企業スポーツの活動は景気の影響に大きく左右

され、昨年秋以降の経済危機を受け、数多くのチームが休廃部を余儀なくされている。

オリンピックにおいても、我が国の成績は、国力に見合ったものからはほど遠く、今の

ままでは、「スポーツ立国」ニッポンの実現は困難である。 
 このような状況を打破し、「スポーツ立国」ニッポンの実現に向け、国として、多岐に

渡るスポーツ振興施策をこれまで以上に総合的かつ計画的に展開していくため、地方公

共団体やスポーツ団体、企業などとも一体となって、次のような取組を進めることが必

要である。 
 
（１）総合的なスポーツ振興施策の展開 

○ 「スポーツ立国」ニッポンの実現に向け、国や地方公共団体が果たすべき役割を明

確化するなど、スポーツに関する基本法を制定する。 
 
○ 子供から高齢者に至るまでの体力向上や健康増進、地域スポーツの振興、国際競技

 
 



 

力の向上などにとどまらず、企業スポーツの振興や障害者スポーツの振興なども含め、

国民スポーツを総合的かつ計画的に振興するという観点から、新たなスポーツ振興基

本計画を策定する。 
 
○ 新たなスポーツ振興基本計画の策定やその着実な推進のため、新たにスポーツ庁を

設置するなど、国のスポーツ振興行政体制を強化する。 
 

（２）国民スポーツの振興 

○ トップアスリートの競技力向上に向け、ナショナル・トレーニング・センター（Ｎ

ＴＣ）の更なる充実を図るとともに、ナショナル・コーチの拡充、海外遠征費の増額

など選手強化に必要な支援をオリンピックのメダル獲得上位国の水準にまで引き上げ、

トップアスリートが競技に専念し、世界に伍して戦える環境を整備する。また、地方

公共団体や競技団体と連携し、優れた人材の早期発掘と一貫したプログラムによる指

導・育成や、優れた選手に対する経済的支援の充実を進める。 
 
○ 学校の部活動における外部指導者やスポーツ普及活動など、アスリートが引退後に

自らの競技経験も生かしながら活躍できる場に関する情報の収集・提供を行うととも

に、引退後の職業生活も視野に入れた生涯を見通した教育機会をジュニア期から充実

するなど、アスリートの引退後のセカンド・キャリア形成に対する支援を充実する。 
 
○ 企業は、企業スポーツには、企業イメージの向上だけでなく社会貢献活動の面があ

ることに十分留意し、短期的な景気動向に左右されることなく、継続的にスポーツ活

動に取り組むとともに、地域の子供たちへの指導など、社会貢献・地域貢献活動に積

極的に取り組む。また、国は、競技力の向上や地域におけるスポーツ活動の振興など、

企業スポーツがスポーツ振興に大きな役割を果たしていることに鑑み、企業スポーツ

選手を支援するセーフティネット組織の設立や、一定の要件を満たした企業スポーツ

に対する税制上の優遇措置、活動費への支援など、企業スポーツへの支援策を策定す

る。 
 
○ 国民に夢や感動を与えるとともに、スポーツ人口の裾野の拡大や国際交流・貢献に

も寄与する、オリンピックやパラリンピックをはじめとする国際競技大会の招致に対

し、国として積極的に支援する。 
 
○ 新学習指導要領を踏まえた体育の授業の充実や給食の時間も含めた食育の充実、校

庭の芝生化や武道場の整備、部活動への元アスリートなどの外部指導者の積極的な活

用など、子供たちの体力向上に向け、学校のスポーツ環境を整備する。 
 

 
 



 

 
 

○ 地域のスポーツ施設の整備や総合型地域スポーツクラブへの支援など、地域で気軽

にスポーツを実施できる環境を整備する。 
 
○ 子供たちの基礎体力づくりや豊かな人間性の育成に向け、小学校の低学年段階から

自然体験活動を行えるような機会を充実する。また、子供たちへの自然体験活動の指

導の充実を図るため、専門人材の養成・活用を図るとともに、免許状更新講習や教職

課程において、教員の自然体験活動に関する指導力を高める機会を充実する。 



「『教育安心社会』の実現
－「人生前半の社会保障」の充実を－」関連

参 考 資 料



一人当たりの教育支出及び公私費負担割合の現状

１．在学者一人当たり教育費支出 （米ドル）

就学前教育 初等中等教育 高等教育

日本 3,945 7,105 12,193

アメリカ 7,896 9,368 22,476

イギリス 7,924 6,656 11,484

フランス 4,938 7,262 10,668

ドイツ 5,489 6,983 12,255

OECD
平 均

4,741 6,608 11,100

２．公私負担割合 （％）

就学前教育 初等中等教育 高等教育

公財政支出
私費負担

公財政支出
私費負担

公財政支出
私費負担

家計負担 家計負担 家計負担

日本 50.0 50.0 43.1 91.3 8.7 7.7 41.2 58.8 －

アメリカ 75.4 24.6 － 91.3 8.7 － 35.4 64.6 35.1

イギリス 94.9 5.1 5.1 86.6 13.4 13.4 69.6 30.4 19.4

フランス 95.8 4.2 4.2 92.7 7.3 5.9 83.9 16.1 9.8

ドイツ 71.8 28.2 － 81.9 18.1 － 86.4 13.6 －

OECD
平 均

80.0 20.0 － 91.8 8.3 － 75.7 24.3 －

（ＯＥＣＤインディケータ2007に基づいて作成）

就学前教育
【9,333億円】

小学校段階
【6兆3,832億円】

中学校段階
【4兆4800億円】

高等学校段階
【4兆3,361億円】

大学段階
【6兆3,898億円】

公費負担
4669億円

50.0%

私費負担
4,664億円

50.0%

公費負担
63,320億円

99.2%

私費負担
512億円

0.8%

公費負担
35,489億円

95.6%

私費負担
1,616億円

4.4%

公費負担
32,912億円

75.9%

私費負担
10,449億円

24.1%

公費負担
26,343億円

41.2%

私費負担
37,555億円

58．8%

※OECDインディケータ2007、学校基本調査、地方教育費調査、今日の私学財政、文部科学省決算書等をもとに作成

我が国の学校教育費は、特に幼児教育・高等教育で私費負担割合が高い。

初等中等教育
【14兆4,298億円】

公費負担
131,721億円

91.3%

私費負担
12,577億円

8.7%

全教育段階
【23兆3,769億円】

公費負担
17兆3,375億円

74.2％

私費負担
6兆394億円

25.8%

教育段階別の公私負担割合

教育段階別の教育費について
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義務教育
高等学校

大学

幼稚園

学校教育費等の

保護者負担

雇用保険料

（本人負担分）

公的年金保険料

（本人負担分）
直接税

医療費自己負担

介護保険料

（本人負担分）

医療

老齢年金

（厚生年金）児童手当

出産関係

育児休業

消費税

介護
雇用保険

介護自己負担医療保険保険料

（本人負担分）

幼稚園 義務教育 高等学校 大学 学校教育費等の保護者負担

医療 雇用保険 老齢年金（厚生年金） 介護

医療費自己負担 消費税

直接税

1.

2.

3.

4.

5.

6.

大学（大学（学部・大学院）及び短期大学）に係る経費については、設置者ごと以下の考えにより、研究目的と教育目的の比率を算定した。
国立（研究：教育＝6：4）は、「国立大学法人の平成18事業年度財務諸表の概要について」より、損益計算書－経常費用－業務費内の研究経費と教

育経費の金額の比率によった。
　私立（研究：教育＝3：7）は、「今日の私学財政」を参考に、帰属収入に占める学生生徒等納付金収入の割合を教育目的とし、残りを研究目的とした。
　公立（研究：教育5：5）は、按分率の算定のために参考となる資料がなかったため、便宜上5：5とした。

幼稚園、義務教育、高等学校（全日制）の教育サービスについては公・私立学校の平均値である。また、公立学校は「H19年度地方教育費調査（H18会
計年度）」から児童生徒一人当たりの公財政支出教育費（ただし、授業料、入学金、検定料、日本スポーツ振興センター共済掛金相当額を除く。）を、私
立学校は「今日の私学財政（H18会計年度）」の国庫補助金収入と地方公共団体補助金収入の合計額から在学者数（「H18年度学校基本調査」）で児
童生徒一人当たりの公財政支出教育費を算出した。

介護自己負担

幼稚園、義務教育、高等学校（全日制）の学校教育費等の保護者負担については公・私立学校の平均値である。また、公立・私立学校ともに「H18年度
子どもの教育費調査」から児童生徒一人当たりの私費負担額を用いた。なお、この私費負担額には学校教育費のほか学校給食費、学校外活動費（家
庭内学習費、家庭教師費等、学習塾費、体験活動・地域活動、芸術文化活動、スポーツ・レクレーション活動、教養・その他）が含まれる。

大学の学校教育費等の保護者負担については国・公・私立学校の平均値である。また、国・公・私立学校ともに「H18年度学生生活調査」から学生一人
当たりの学費（授業料、その他の学校納付金、修学費、課外活動費、通学費の合計）を用いた。

厚生労働省関係経費については、社会保障国民会議（最終報告）20.11.4 参考資料「一人の生涯から見た社会保障の給付と負担の姿」からイメージを
転写した。

医療保険保険料（本人負担分） 公的年金保険料（本人負担分）

児童手当・出産関係・育児休業

大学（大学（学部・大学院）及び短期大学）の教育サービスは、国・公立の消費的支出・資本的支出・積立金への支出（「H19年度学校基本調査」－学
校経費調査（平成18会計年度）より。）から授業料等収入を除いた額と、私立大学の国庫補助金・地方補助金の額とを合算し、（注）3.記載の考えにより
教育目的の経費を算定した。これを各大学院・大学・短期大学の在学者数（「H18年度学校基本調査」より。ただし専攻科・別科・その他（聴講生、選科
生及び研究生等）を除く。）で除し、学生一人当たりの公財政支出教育費を算出した。

雇用保険料（本人負担分）

介護保険料（本人負担分）

（注）

一人の生涯から見た教育・社会保障の給付と負担の姿

出典：広井委員作成資料
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標準世帯における子どもに対する学校教育費負担等の割合

社会保障給付費の国際比較

※日本の社会保障給付費・・・2006年度で89.1兆円
○社会保障の規模は、アメリカと並び主要先進国の中でもっとも低い部類。
○日本は、高齢者関係の比重が大きい。

（高齢者関係：社会保障全体の69.8％、子ども（家族）関係：3.4％）

社会保障給付費の国際比較（対ＧＤＰ比、2005年）OECDデータ
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注1）日本全国から無作為に選 ばれた 高校3 年生4, 000 人とその 保護 者4,0 00が 調査対 象。

注2）両親年収は、父母それぞれの 税込 年収に 中央値 を割り当て（ 例：「5 00～ 700万 円未 満」なら 600 万円）、合 計した もの。

注3）無回答を除く。「就職など」には 就職 進学、アル バイト、 海外の 大学・ 学校、 家事手 伝い・ 主婦、その 他 を含む。

専門学校には各種学校 を含む。

出典：東京大学大学院教育学研究科 大学経営・政策研究センター
「高校生の進路追跡調査 第１報告書」（2007年9月）

高校卒業後の予定進路（両親年収別）

生活実感として、家計に占める教育費をどのように感じていますか？
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30.4%

36.8%

32.6%

21.9%

12.4%

22.2%

50.6%

48.8%
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55.8%

52.4%

52.2%

43.9%
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56.2%

50.7%
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29.2%
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14.0%

12.1%

18.6%

31.7%

21.0%

1.2%
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3.5%

3.0%

4.1%

3.5%

5.3%

1.5%

3.3%

5.2%

3.4%

1,500万円以上

1,000万円以上

1,500万円未満

900万円以上

1,000万円未満

450万円以上

900万円未満

300万円以上

450万円未満

200万円以上

300万円未満

200万円未満

高校生等

中学生

小学生

全体

かなり負担に思う やや負担に思う 負担と思わない 考えたことがない

教
育
段
階
別

世
帯
年
収
別

出典：国立教育政策研究所編「生きるための知識と技能3」、
日本の教育を考える１０人委員会「教育費の経済格差に関する調査」（2007年12月）、「教員アンケート調査」（2008年11月）

「教育費の経済格差に関する調査」に見る家庭の負担感

問

問 問

（保護者に対する質問）（保護者に対する質問）

（小・中学校教員に対する質問） （小・中学校教員に対する質問）

子育てに対する経済的な負担感

○予定子ども数が理想子ども数を下回る理由

理想とする子どもの数を持たない理由（複数回答）

２５歳～２９歳 83.5%

３０歳～３４歳 78.7%

３５歳～３９歳 75.0%

４０歳～４９歳 54.0%

２位：「高年齢で生むのはいやだから」
（全体３８．０％）

３位：「これ以上、育児の心理的、肉体的負担に耐えられないから」
（全体２１．６％）

＜妻の年齢別＞

４位：「自分の仕事（勤めや家業）に差し支えるから」
（全体１７．５％）

（出典：国立社会保障・人口問題研究所『第13回出生動向基本調査』2005年6月）

１位：「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」（全体６５．９％）



要保護及び準要保護児童生徒数の推移（平成９～１９年度）

出典：文部科学省資料より作成
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要保護児童生徒数 準要保護児童生徒数 合計（万人）

※（ ）内は、小中学校の児童生徒総数に占める割合。

就学援助制度に係る「財源措置のあり方」について

回答数 該当率

全額国庫負担の制度にすべきである 343 32.6%

現行制度でよいが、何らかの財源担保の制度が必要である 290 27.6%

2004年度以前通りの国庫補助制度が必要である 286 27.2%
2004年度以前通りの国庫補助であっても、援助率想定をなくすべきである 65 6.2%

現行制度でよい 61 5.8%
その他 24 2.3%
計 1069

問：就学援助制度に係る、「財政措置の望ましい方法」をどのようにお考えになりますか。

【有効回答自治体数－1052】

出典：東大・小川研究室による2007年度全国自治体アンケート調査結果、
調査実施時期2007年8月、1827市区町村中、回答1108市区町村60.6％

準要保護認定基準を下げた自治体の要因別割合



平成２０年度全国学力・学習状況調査結果における就学援助との関係（小学校６年生）

○就学援助を受けている児童の割合が高い学校の方が、その割合が低い学校よりも平均正答率が
低い傾向が見られる。

○就学援助を受けている児童の割合が高い学校は、各学校の平均正答率のばらつきが大きく、その
中には、平均正答率が高い学校も存在する。

選択肢１ 在籍していない 選択肢２ ５％未満 選択肢３ ５％以上、１０％未満
選択肢４ １０％以上、２０％未満 選択肢５ ２０％以上、３０％未満 選択肢６ ３０％以上、５０％未満
選択肢７ ５０％以上

＊質問14：第６学年の児童のうち、就学援助を受けている児童の割合は、どれくらいですか



保護者負担への支援

幼
稚
園
就
園
奨
励
費
補
助

①子どもの多い世帯
への部分無償化

②一定の所得水準
以下の世帯に対
する無償化

目
指
す
べ
き
方
向
性

③年齢条件による
無償化

④完全無償化

幼児教育の無償化に向けた措置

幼
稚
園
就
園
奨
励
費
補
助
（平
成
二
十
一
年
度
予
算
額
）

分類 補助単価 参考年収

生活保護世帯・市町村
民税非課税世帯

約15万円 －

市町村民税所得割非
課税世帯

約12万円 290万円以下

市町村民税所得割課
税額3.45万円以下の
世帯

約9万円 360万円以下

市町村民税所得割課
税額18.3万円以下の
世帯

約6万円 680万円以下

軽減
（所得水準に応じた私立幼稚園の補助単価）

無償化

該当支援無し

部分無償化

幼稚園児 小学1～3年生

第2子は第1子の 第2子は第1子の
実質負担の半額 実質負担の1割引

条件
第1子、第2子がいずれも

幼稚園～小学3年生

軽減

兄、姉が

第3子以降は無償支援内容

出典：文部科学省資料より作成

※「第1子」：戸籍上の第1子および小学校4年生以上に兄・姉を有する第2子以降の子
※年収680万円以下の世帯が対象

※

（注１）平成２１年度幼稚園就園奨励費、私学助成、保育所運営費負担金予算ベースで推計したもの。施設整備費を除く。
（注２）公立幼稚園の市町村負担額には就園奨励費の地方交付税措置分が含まれている。
　　　　また、現在公立で支給されている就園奨励費４億円は本図では省略。
（注３）四捨五入により合計が一致しない場合がある。

国
（８００億円）

［保育所国庫負担金］

(２，３００億円)

保護者

［就園奨励］

市町村
（1，２００億円）

［交付税］

県 市町村
（４００億円） （４００億円）

私立保育所（３～５歳）

園児数 ７２万人

総経費 ４，０００億円総経費 １，３００億円 総経費 ５，９００億円

県

市町村

保護者

保護者

［交付税］

(４００億円）

（３，３００億円）

［私学助成300］

［就園奨励200］

(５００億円）

(２，０００億円）

保護者

(１，１００億円）

公立保育所（３～５歳）私立幼稚園公立幼稚園

園児数 ３１万人 園児数 １３３万人 園児数 ６３万人

総経費 ３，２００億円

(２００億円)

(１，７００億円）
［私学助成］

国 市町村

2,600億円
1,600億円

【参考】 無償化を推進する場合の所要予算（推計）：７，９００億円（平成２１年度政府予算ベース）

出典：「今後の幼児教育の振興方策に関する研究会」中間報告（平成２１年５月１８日）



学部学生のうち主な奨学金を受ける者の割合
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出典：文部科学省調べ（参考）1ドル＝100円、1ポンド＝148円、1ユーロ＝130円

幼稚園教諭・保育士の研修の現状

幼
稚
園
教
諭

保
育
士

絶えざる研修の要求
学校の教員は、絶えず研究と修養に励むこと、研修の
充実が図られなければならない（教育基本法９条）

〔公立教員〕新規採用教員研修（教育公務員特例法）
〔公立教員〕10年経験者研修（教特法）
〔公立教員〕指導改善研修（教特法）
〔公立教員〕大学院修学休業（教特法）
〔私立教員〕公立との合同研修、私学団体等

の自主研修
〔公私共通〕教員免許更新制（教育職員免許法）

必要な知識等の習得等の努力義務
保育士は、必要な知識及び技能の習得、維持及び向上
に努めなければならない （児童福祉法４８条の３）

地方自治体、団体等による研修
（制度化された研修なし）

幼
児
期
の
教
育
を
担
う
施
設

生
涯
に
わ
た
る
人
格
形
成
の
基
礎
を
培
う
重
要
な
も
の
で
あ
り
国
及
び

地
方
公
共
団
体
は
そ
の
振
興
に
努
め
る
義
務
（
教
育
基
本
法
１
１
条
）

幼
児
教
育
・
・
・
・

出典：事務局にて作成
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特別支援学校高等部（本科）卒業者の就職率の推移
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【特別支援学校全体】

出典：文部科学省調べ

出典：文部科学省調べ

（各年３月卒業者）

特別支援教育コーディネーターの指名や校内委員会の設置状況（平成２０年度）
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46.4%
40.5%

99.2% 99.0%

92.0% 94.7%
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81.7% 80.5% 幼稚園

小学校

中学校

高等学校

全体

出典：文部科学省調べ

０

※１ 平成18年度までは、盲・聾・養護学校
※２ 平成18年度までは、特殊学級

※１ ※２

(人)
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